


























































































（５）生徒の現場研修 技術・技能の習得を伴う実習（インターンシップ） 

 ア 目的 

    焼津やその周辺地域は昔から漁業が盛んで、それに関連して機械産業（造船・造機）の会社が

数多く点在する。また多くの卒業生を輩出している。今回の就業体験活動は、海上や機械産業へ

の就業意欲の向上を目的とし、望ましい職業観を身に付けるほか、コミュニケーション能力の向

上を目指す。 

 イ 実施期間 

 （ア）平成 21 年 10 月 19 日（月）～22 日（木）・26 日（月）5 日間 

 （イ）平成 22 年 5 月２４日（月）～28（金）5 日間 

 ウ 参加生徒 

 （ア）海洋科学科 航海・機関コース 2 年生  21 名 

 （イ）海洋科学科 航海・機関・開発コース 2 年生  41 名 

 エ 教育課程への位置づけ 

  総合実習（４単位） 

 オ 実習内容 

 （ア）造船・造機 

 （イ）船舶機械（エアーコンプレッサー、モーター等）の分解整備、 

    大型ディーゼル機関の分解整備組立て、 

 （ウ）鋳造工場で行程の見学、船舶のドック作業（船体整備） 

 カ 協力企業 

  (株)赤阪鐵工所、東海造船運輸(株)（写真５）、 

(株)杉山内燃機工業所 (株)長谷川鐵工所（写真６）、 

(株)三保造船所、日新興業(株) 

 

３ おわりに 

 海洋工学系学科の目的は、海技士資格（機関）の取得、機関士、機関員としての船員育成、陸上に

おける会社（船舶支援者）の育成、その他、安全に機械を扱える人材育成等がある。担い手育成プロ

ジェクトを通じ、「海洋工学系学科に関わる産業の担い手をいかに育てるか」を改めて確認している。 

 現在は、商船・漁船を問わず、全国的に船舶職員としての日本人船員が減少しており、若い人材の

確保・育成は緊急対策の案件である。今回担い手育成プロジェクトを通じ、受け入れ先企業の方々か

らの海洋工学系学科への高い期待感が確認できた。生徒には自ら学んでいる分野が将来の海運・水産

業にとって極めて重要であることを伝え、誇りを持って取り組めるように意識づけしていきたい。そ

れには関連産業及び地元企業との連絡・協力・支援の体制を整え、実践的に現場で学べるような仕組

み作りが重要となる。さらに、教員側も技術の進歩に対応し、生徒達の興味・関心をいっそう引き出

せるよう、常に研修を続けていく必要がある。 

写真５ 

写真６ 















ウ エコシップ・プロジェクト
「海に親しみ、物作りを楽しむ」をコンセプトに、生徒と教員が一緒になってカヌー・人力ボート

・ソーラーカーを製作し、ソーラー&人力ボートレース大会への参加を目指すプロジェクトである。
財団法人静岡総合研究機構の補助を申請中で、船舶工学に対する興味付け、自主性･協調性の涵養、
感動や達成感の充足が期待される。

エ 未利用資源からの魚醤油製造
４年前から始まった水産加工残滓を用いた魚醤油製造の取り組みは成功し、複数の企業へ技術移転

され、現在は地元の特徴ある商品として販売されている。引き続き今年度は大学・研究所等と連携協
力し、機能性の評価および安全管理のなされた生産手法の確立を目指している。文科省の戦略的研究
基盤形成支援事業にも指定された。

オ その他
焼津市水産教育研究会（お魚料理教室・中学生ボートレース大会・リサーチ体験）、絶滅危惧種の

保存活動、カツオ一本釣り出前授業、マリンボランティア等々、多様な地域活動を行っている。

（２）今後の水産・海洋教育
これまでの生徒による熱心な取り組みをはじめ、卒業生や地域産業の方々の支援により、本校は入

口（入試倍率）、途中（生活・学習指導）、出口（進路実績・求人確保）とも何とか一定の水準を維持
している。しかし、今後は地域中学生数が減少し、全ての高等学校が生徒確保に注力する中、学校と
しての価値を常時向上させ続けないと、あっという間に転落してしまう危険性がある。

５年間にわたった国の事業指定は今年ですべて終了するが、予算措置が無くなり、発信機会が減少
しても、十分な教育効果が発揮できる形を残しておかなくてはならない。さらなる活性化のためには、
生徒も教員も自律的に活動する組織となることが重要である。
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